
 

 

 

令和２年度岡山県地域課題解決型起業支援金交付要綱 
 

令和２年４月１日制定 

岡山県商工会連合会 

 

（総則） 

第１条 地域課題解決型起業支援金（以下「起業支援金」という。）の交付については、

岡山県地域課題解決型起業支援事業費補助金交付要綱（平成３１年３月２９日制定）及

び岡山県地域課題解決型起業支援事業実施要領（同月２６日制定）によるほか、この要

綱に定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、「起業」とは、新たに事業を開始するための準備を行うとと

もに、個人事業の開業届出を行うこと又は株式会社、合同会社、合名会社、合資会社、

企業組合、協業組合、特定非営利活動法人等（大企業及びみなし大企業を除く。）を新

たに設立して、その代表者となることをいう。 

２ この要綱において、「起業者」とは、岡山県内に居住し、又は居住を予定している者

であって、地域の課題解決を目的として岡山県内において新たに起業をするものをいう。 

３ この要綱において、「事務局」とは岡山県商工会連合会を、「会長」とは岡山県商工会

連合会会長をいう。 

４ この要綱において、「処分」とは、財産を他の用途に使用し、他の者に貸し付け、若

しくは譲り渡し、他の物件と交換し、又は債務の担保に供することをいう。 

 

（交付の目的） 

第３条 起業支援金の交付は、起業に係る経費の一部を補助することにより、地域の課題

解決を目的とした起業の促進を通じ、人口減少問題の克服及び地域の持続的発展に資す

るとともに、岡山県経済の安定化及び活性化を図ることを目的とする。 

 

（対象経費、補助率等） 

第４条 起業支援金は、起業者が自ら起業をするために必要な経費であって次の表に掲げ

るもののうち、会長が必要かつ適当と認める経費（以下「対象経費」という。）につい

て予算の範囲内において交付する。 

対象経費 

人件費（第８条に規定する対象事業に直接従事する従業員に対して支払う給与及

び賃金に限り、代表者及び役員の人件費を除く。）、店舗等借料、設備費、原材

料費、借料、知的財産権等関連経費、謝金、旅費、外注費、委託費、マーケティ

ング調査費、広報費等 

２ 起業支援金の補助率は２分の１とし、補助上限額は１件当たり２００万円とする。 

 

（交付申請） 

第５条 起業者は、起業支援金の交付を受けようとするときは、会長が別に定める日まで

に、様式第１号による申請書を会長に提出しなければならない。 

２ 起業者は、前項に規定する申請を行うに当たっては、起業支援金に係る消費税及び地



 

 

 

方消費税に係る仕入控除税額（対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、

消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定に基づき仕入れに係る消費税額として控

除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に基

づく地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以

下同じ。）に相当する額を減額して申請しなければならない。ただし、申請時において

仕入控除税額が明らかでない場合は、この限りでない。 

 

（交付決定） 

第６条 会長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、社

会的事業に知見を有する有識者等で構成する外部審査会の意見を聴いた上で、適当と認

める場合は、起業支援金の交付決定を行い、様式第２号による通知書により起業者に通

知するものとする。 

２ 前項の交付決定（変更交付決定を含む。）の額は、対象経費に補助率を乗じて得た額

（千円未満切捨て）とする。 

３ 会長は、第１項の交付決定に当たっては、前条第２項本文の規定により仕入控除税額

に相当する額を減額して申請がなされたものについて、これを審査し、適当と認めると

きは当該仕入控除税額に相当する額を減額して交付決定を行うものとする。 

４ 会長は、前条第２項ただし書の規定により申請がなされた場合においては、起業支援

金の額の確定時に、仕入控除税額に相当する額を減額することとし、その旨の条件を付

して交付決定を行うものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第７条 起業者が、前条の交付決定の内容又はこれに付された条件に不服がある場合にお

いて申請の取下げをすることができる期限は、同条の通知書を受け取った日から２０日

以内とする。 

 

（事業の内容又は経費の配分の変更） 

第８条 起業者は、第６条の交付決定を受けた事業（以下「対象事業」という。）の内容

又は経費の配分を変更しようとするときは、あらかじめ様式第３号による変更承認申請

書を会長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、第５条の規定により提

出した申請書別紙１－２「起業に要する経費の積算根拠」において、合計額の２０パー

セント以内の額を減額する場合については、この限りでない。 

２ 前項に規定する変更承認申請を受けて行う変更交付決定の額は、当該申請前の交付決

定（変更交付決定を含む。）の額の範囲内とする。 

 

（遅延等の報告） 

第９条 起業者は、会長が定める期間内に対象事業の起業を完了することができないと見

込まれるとき又は起業が困難になったときは、速やかに様式第４号による遅延等報告書

を会長に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（状況の報告） 

第１０条 会長は、必要に応じ、対象事業の起業又は実施の状況について起業者に報告を

求めることができる。 

２ 前項の規定による報告の求めがあったときは、起業者はこれに応じなければならない。 



 

 

 

（事業の中止又は廃止） 

第１１条 起業者は、対象事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ様式

第５号による承認申請書を会長に提出し、その承認を受けなければならない。起業支援

金の支払を受けた後も、同様とする。 

２ 会長は、前項の承認を行おうとするときは、あらかじめ岡山県知事の同意を得なけれ

ばならない。 

３ 第１項の場合において、会長は、当該起業者に対し必要な指示をすることができる。 

 

（実績報告） 

第１２条 起業者は、対象事業の起業が完了したときは、その日から２０日を経過した日

又は会長の定める日のいずれか早い日までに、様式第６号による実績報告書を会長に提

出しなければならない。 

２ 起業者は、前項に規定する実績報告を行うに当たって、仕入控除税額が明らかな場合

には、仕入控除税額に相当する額を減額して報告しなければならない。 

 

（額の確定等） 

第１３条 会長は、前条第１項に規定する実績報告を受けた場合は、報告書等の書類の審

査及び必要に応じて現地調査を行い、当該実績報告に係る起業の内容及び結果が交付決

定の内容（第８条の承認をした場合は、承認された内容）及びこれに付した条件に適合

すると認めたときは、交付すべき起業支援金の額を確定し、起業者に通知するものとす

る。 

２ 前項の規定により確定する起業支援金の額は、千円単位（千円未満切捨て）とし、交

付決定（変更交付決定を含む。）の額を超えないこととする。 

 

（起業支援金の請求） 

第１４条 起業支援金は精算払により交付するものとし、起業者は起業支援金の交付を受

けようとするときは様式第７号による請求書を会長に提出しなければならない。 

 

（起業支援金の経理等） 

第１５条 起業者は、対象事業の起業に要した経費に係る経理についての収支の事実を明

確にした証拠書類を整理し、かつ、当該起業が完了した日の属する年度の終了後５年間

保存しなければならない。 

 

（仕入控除税額の確定に伴う報告等） 

第１６条 起業者は、起業支援金の交付を受けた後に、消費税及び地方消費税の申告によ

り仕入控除税額が確定した場合には、様式第８号により速やかに会長に報告しなければ

ならない。 

２ 会長は、前項の規定による報告があった場合には、当該仕入控除税額に相当する起業

支援金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（財産の管理及び処分） 

第１７条 起業者が対象事業により取得し、又は効用が増加した財産であって、取得価格

の単価又は効用の増加額が５０万円（消費税額及び地方消費税の額を除く。）以上のも

のは、処分制限財産とする。 



 

 

 

２ 起業者は、処分制限財産について処分をしようとするときは、様式第９号による承認

申請書を会長に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 会長は、前項の承認を行おうとするときは、あらかじめ岡山県知事の同意を得なけれ

ばならない。 

４ 処分制限財産について処分をしたことにより起業者に収入があったときは、会長は、

その収入の全部又は一部を事務局に納付させなければならない。 

５ 前項の場合において、納付があったときは、会長は、速やかに岡山県知事に報告し、

その指示を受けなければならない。 

６ 起業者は、対象事業の起業が完了した後も対象事業により取得し、又は効用が増加し

た財産を善良な管理者の注意をもって管理するとともに、起業支援金交付の目的に従っ

てその効率的な運用を図らなければならない。 

７ 起業者は、対象事業により取得し、又は効用が増加した財産について、台帳を設け、

当該財産の保管状況を明らかにしておかなければならない。 

 

（交付決定を行う場合に付すべき条件） 

第１８条 会長は、起業支援金の交付決定を行う場合は、次に掲げる条件を付すものとす

る。 

（１） 起業者が起業支援金を他の用途に使用し、又は交付決定の内容、これに付した

条件その他法令若しくはこれに基づく命令等に違反したときは、起業支援金の額

の確定の有無にかかわらず、交付決定を取り消すことがあること。この場合にお

いて、既に起業支援金が交付されているときは、その返還をさせることがあるこ

と。 

（２） 申請時において仕入控除税額が明らかでない場合においては、起業支援金の額

の確定時に仕入控除税額に相当する額を減額することがあること。 

（３） 起業者が、対象事業により取得し、又は効用が増加した財産であって、取得価

格の単価又は効用の増加額が５０万円（消費税額及び地方消費税の額を除く。）

以上のものについて処分をしようとするときは、会長の承認を受けなければなら

ないこと。また、起業者に処分による収入があるときは、その収入の全部又は一

部を納付させること。 

（４） 起業者は、対象事業の起業が完了した後も対象事業により取得し、又は効用が

増加した財産を善良な管理者の注意をもって管理するとともに、起業支援金交付

の目的に従ってその効率的な運用を図らなければならないこと。 

（５） 起業者は、対象事業により取得し、又は効用が増加した財産について、台帳を

設け、当該財産の保管状況を明らかにしておかなければならないこと。 

（６） 起業者は、対象事業の起業に要した経費に係る経理についての収支の事実を明

確にした証拠書類を整理し、かつ、当該起業が完了した日の属する年度の終了後

５年間保存しなければならないこと。 

 （７） 起業者は、対象事業の起業が完了した日の属する年度の終了後５年間、各年度

終了後６０日以内に各年度末時点又は直近の決算期末時点における当該事業の実

施状況について、会長に報告しなければならないこと。 

（８） 対象事業の進捗状況確認のため事務局の職員が実地検査を行う場合又は対象事

業の起業が完了した後会計検査院等の職員が実地検査を行う場合において、起業

者は、これを受け入れ、当該検査により起業支援金の返還命令等の指示がなされ

た場合は、これに従わなければならないこと。 



 

 

 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 


